
○鹿児島大学さっつん保育園運営及び利用要項 

平成30年６月11日 

学長裁定 

(趣旨) 

第１ この要項は、教職員の職場復帰支援を目的とし、鹿児島大学さっつん保育園規則(平

成30年規則第12号)第８条に基づき、鹿児島大学さっつん保育園(以下「保育園」という。)

の運営及び利用に関し必要な事項を定めるものとする。 

(運営方法及び法令遵守) 

第２ 保育園の運営は、鹿児島大学(以下「本学」という。)が外部の保育事業者(以下「運

営団体」という。)に委託して行うものとする。 

２ 運営団体は、保育園の運営にあたっては、法令及び認可外保育施設に対する指導監督の

実施について(平成28年６月20日雇児発0620号第27号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知)を遵守しなければならない。 

３ 保育園の経理については、国立大学法人鹿児島大学会計事務取扱規則(平成16年規則第

76号)その他学内諸規則の定めるところによる。 

４ 保育園の運営に関し、この要項に定めのない事項については、子ども・子育て支援法(平

成24年法律第65号)その他関係法令及び諸規則の定めるところによる。 

(入園定員) 

第３ 保育園の入園定員は、40名とする。 

２ 入園希望者が定員を超えた場合は、園長が選考する。 

(保育形態の定義及び利用時間) 

第４ 保育園の保育形態の定義及び利用時間は、次のとおりとする。 

(1) 基本保育とは、月単位の長期的な利用期間において、継続的に実施するもので、利

用時間は７時30分から18時30分までとする。 

(2) 延長保育とは、基本保育の時間を延長して保育するもので、利用時間は18時30分か

ら19時30分までのうち30分単位とする。 

(3) 一時保育とは、緊急又は特別な事情(本学の職員(以下「保護者」という。)の疾病、

冠婚葬祭、介護等をいう。以下同じ。)が発生した場合に一時的に利用するもので、利

用時間は７時30分から19時30分までのうち５時間以上で、かつ、30分単位とする。 

(4) 病児保育とは、医師による疾病の診断があり、病気の回復期に至っていないが当面

症状の急変は認めらない状態で、集団保育が困難であり、かつ、保護者の勤務の都合に

より家庭で保育を行うことが困難と認められる者のみ一時的に保育するもので、利用時

間は9時00分から18時00分までとする。 

(利用基準) 

第５ 保育園の利用者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 入園時において０歳(生後57日以上。病児保育にあっては生後６か月後)から小学校



就学前の乳児及び幼児(以下「乳幼児」という。)を養育し、基本保育にあっては労働又

は疾病等、一時保育及び病児保育にあっては緊急又は特別な事情の理由により乳幼児の

保育が困難な状態にある保護者。ただし、子ども・子育て支援法施行規則(平成26年内

閣府令第44号)に定める子どものための教育・保育給付の制度(以下「保育料無償化」と

いう。)の対象となる一時保育及び病児保育にあっては、市町村(特別区を含む。以下同

じ。)から「子育てのための施設等利用給付認定」を受けることが見込まれる乳幼児の

保育が困難な状態にある保護者に限る。 

(2) その他園長が適当と認める者 

(休園日) 

第６ 休園日は、日曜日、土曜日、国民の休日に関する法律(昭和23年法律第178号)に定め

る日及び本学が指定する休日とする。 

２ 保育日のうち、保護者の勤務等の都合により、あらかじめ登園児がいないことが明確な

場合は、臨時の休園日とする。 

３ 園長は自然災害等により登園が適当でないと認められる場合は、休園の措置をとること

ができる。 

４ 園長は、前項の措置が決定した場合、保護者にその旨を速やかに通知する。 

(入園の申込み) 

第７ 基本保育を希望する保護者は、原則として入園希望日の２か月前の日が属する月の末

日までに保育園入園希望申請書(別記様式第１号)を本学総務部人事課に提出しなければ

ならない。ただし、特別な事情がある場合は、この限りではない。 

２ 一時保育を希望する保護者は、原則として利用を希望する日の前日までに保育園に利用

状況等を確認し、保育園一時保育希望申請書(別記様式第２号)を速やかに本学総務部人事

課に提出しなければならない。 

３ 病児保育を希望する保護者は、事前に病児保育事前登録票(別記様式第３号)を本学総務

部人事課に提出し、利用の登録を受けなければならない。 

４ 保育料無償化の対象となる保護者は、利用を希望する日の前後において、市町村及び内

閣府が指定する申請書等の写しを本学総務部人事課に提出しなければならない。 

(入園の決定) 

第８ 園長は、第７に係る入園の申込みがあった場合は、利用の可否を決定し、保護者にそ

の旨を通知する。 

２ 前項により入園を決定した乳幼児を保育園の園児(以下「園児」という。)とする。 

(入園手続等) 

第９ 基本保育を希望する保護者は、入園決定後、次の入園申込関係書類を入園希望日の１

週間前までに保育園に提出しなければならない。 

(1) 保育園利用申込書(別記様式第４号) 

(2) 健康記録表(別記様式第５号)及び食事状況調査書(別記様式第６号) 



(3) 健康診断書又は母子手帳の写し 

２ 一時保育を希望する保護者は、入園決定後、次の入園申込関係書類を入園希望日の当日

までに保育園に提出しなければならない。 

(1) 保育園利用申込書(別記様式第４号) 

(2) 健康記録表(別記様式第５号)及び食事状況調査書(別記様式第６号) 

(3) 健康診断書又は母子手帳の写し 

３ 第７第３項の登録を受けた保護者が病児保育を利用しようとする場合は、事前に利用日

等を伝え予約しなければならない。 

４ 前項の事前予約を行った保護者が病児保育を利用する場合は、利用当日に病児保育連絡

票(別記様式第７号)、入室情報記入用紙(別記様式第８－１号)及び同意書(別記様式第８

－２号)を保育園に提出しなければならない。 

(保育依頼) 

第10 保護者は、保育園の定める期日までに保育予定表(別記様式第９号)を保育園に提出し

なければならない。 

２ 入園中に投薬を必要とする園児の保護者は与薬依頼書(別記様式第10号)を保育園に提

出しなければならない。 

(保育料の算定方法) 

第11 保育料は、別表のとおりとし、算定方法は次のとおりとする。なお、保育料無償化に

伴う保育料の取扱いについては、保護者の住民票に記載された住所の市町村及び内閣府の

通知等によるものとする。 

(1) 基本保育料は、入園又は退園した日の属する月を含むものとし、日割計算は行わな

いものとする。 

(2) 同一世帯の園児が複数在園する場合の基本保育料は、最も年齢の低い園児は全額負

担とし、年齢が低い順から第２子が定額の２分の１、第３子以降は10分の１とする。 

(3) 一時保育料は、30分ごと200円で算定するものとする。 

(4) 病児保育料は、基本保育料又は一時保育料に加算するものとする。 

(5) ３歳未満の基本保育料は、給食費を含むものとする。 

(6) 税率の改定及び物価の変動があった時には、料金改定を行うものとする。 

(保育料の納付) 

第12 保育料の納付は、次の各号のとおりとし、徴収方法は別に指定する。 

(1) 基本保育料は前納とし、利用する月ごとに納付しなければならない。 

(2) 延長保育料、一時保育料及び病児保育料は後納とし、利用した月ごとに納付しなけ

ればならない。 

(3) 長期欠席等による未利用月の基本保育料は、あらかじめ保育園長期欠席申請書(別記

様式第11号)を提出した場合は徴収しない。 

(保育変更及び延長保育の連絡) 



第13 保護者は、保育日及び保育時間の変更又は延長保育の必要が生じたときは、速やかに

保育園に申し出なければならない。 

(欠席の手続) 

第14 継続して１か月以上、園児の長期欠席を希望する保護者は、長期欠席する前月の20

日までに保育園長期欠席申請書(別記様式第11号)を本学総務部人事課に提出しなければ

ならない。 

２ 前項に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当する場合、園長は当該園児の登園

を停止することができる。 

(1) 園児が、感染症に罹患又は罹患している疑いがあるため、他の園児の健康に影響を

及ぼすおそれがあるとき。 

(2) 前号に定めるもののほか、保護者又は園児が他に迷惑を及ぼしたとき又は迷惑を及

ぼすおそれがあるとき。 

(退園) 

第15 保護者は、園児の退園を希望する場合は、退園予定日の１か月前までに保育園退園届

(別記様式第12号)を本学総務部人事課に提出しなければならない。ただし、やむを得ない

事情がある場合は、提出期限を延長することができる。 

２ 園長は、次の各号のいずれかに該当する場合、園児を退園させることができる。 

(1) 園児が第５に規定する利用基準を満たさなくなったとき。 

(2) 提出書類の記載事項に虚偽の内容があったとき。 

(3) 保護者又は園児が他に迷惑を及ぼし、園長が退園させることが適当と認めたとき。 

(4) ３か月以上の欠席期間が見込まれるとき。 

(5) 保護者の届出がなく、無断欠席が１か月以上続いたとき。 

(6) 保護者が保育料を納付せず、催告・督促等に応じないとき。 

(7) その他園児の通園が適当でないと認められるとき。 

(病児保育の利用制限) 

第16 園長は、次の各号のいずれかに該当する場合、病児保育の利用を拒むことができる。 

(1) 病児保育室の収容定員４名（原則、１症例２名まで）を超えるとき。 

(2) 病児保育連絡票に記載されている「病児保育を利用できない状態」であるとき。 

(3) この要項又は別に定める遵守事項に違反し、利用を拒むことが適当と認められると

き。 

(損害賠償等) 

第17 保護者又は園児が故意又は重大な過失により保育園の施設等を損傷又は滅失した場

合、保護者はその損害の全部若しくは一部を賠償し、又はこれを現状に回復しなければなら

ない。(その他) 

第18 この要項に定めのない事項が生じた場合は、本学及び運営団体の指示に従うものとす

る。 



附 則 

この要項は、平成30年６月11日から実施する。 

附 則 

この要項は、平成31年４月１日から実施する。 

附 則 

この要項は、令和元年10月１日から実施する。 

附 則 

この要項は、令和４年２月１日から実施する。 

附 則 

この要項は、令和５年２月１日から実施する。 

附 則 

この要項は、令和７年４月１日から実施する。 

 

別表(第11関係) 

保育形態 保育時間 保育料(一人あたり) 備考 

基本保育 ７：30～18：30 (保育料無償化対象外の場合) 

０歳児～１歳児(給食費込み) 

48,800円／月 

２歳児(給食費込み) 38,800円／

月 

３歳児(給食費別) 30,000円／月 

４歳児以上(給食費別) 28,000円

／月 

(保育料無償化対象の場合) 

０歳児(給食費込み) 11,700円／

月 

１歳児(給食費込み) 11,800円／

月 

２歳児(給食費込み) 8,800円／

月 

３歳児(給食費別) 3,400円／月 

４歳児以上(給食費別) 4,900円

／月 

利用する年度の

４月１日におけ

る満年齢 

(病児保育) (９：00～18：00)(１日につき3,000円加算) 

延長保育 18：30～19：30 100円／30分 基本保育利用者



に適用 

一時保育 

(病児保育) 

７：30～19：30 

(９：00～18：00)

200円／30分(給食費別) 

(１日につき3,000円加算) 

一日単位の利用

時間は５時間以

上 

※ 給食費については、別途、保育園の重要事項説明書に定める。 



 



 





 





 



 



 



 



 





 







 



 



 



 



別記様式第１号 

別記様式第２号 

別記様式第３号 

別記様式第４号 

別記様式第５―１号 

別記様式第５―２号 

別記様式第６号 

別記様式第６号 

別記様式第７号 

別記様式第８号 

別記様式第９号 

別記様式第10号 

別記様式第11号 

別記様式第12号 

 


